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憲法）（23） およびミャンマー連邦共和国憲法（2008 年憲法）（24） も，ともに連邦
国家を掲げている。しかし歴代政府はビルマ語，ビルマ民族の歴史，ビルマ民
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を結成し，1976 年には 13 集団が参加して政権への対抗力を強化し，反政府武
336













SLORCは 1989 年－ 1995 年，17の民族的少数者組織との間で停戦交渉を実
施し，1995年末までに 15組織との間で停戦に合意した（34）。2015 年 3 月 31 日，
16 の民族的少数者武装組織が結束した全国停戦調停チーム（NCCT）が政府





























当てられている（2008 年憲法 436 条）。2008 年憲法において連邦議会は民族院
（Amyotha Hluttaw/ 上院）および人民院（Pyithu Hluttaw/ 下院）の二院制
をとり，両院の権限は対等とされる（第 4章）。管区域（region）・州を代表す
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合でも下院では 22.4%，上院では 30.3%の民族的少数者が含まれ，下院では










































































ミャンマーは児童の権利条約には 1991 年 7 月 15 日に加入し，戦争犠牲者保
護条約（1945 年ジュネーブ諸条約）を 1992 年に批准し，女性差別撤廃条約に
は 1997 年 7 月 22 日に加入した。また強制労働条約（1930 年 ILO29 号条約）
については 1955 年，結社の自由および団結権保護条約（1948 年 ILO87 号条約）
は 1955 年，ジェノサイド条約は 1956 年，最悪の形態の児童労働の禁止および
撤廃のための即時の行動に関する条約（1999 年 ILO182 号条約）は 2013 年に，
それぞれミャンマー国内において発効した。他方，経済的社会的文化的権利に
341







2008 年憲法は第 1章（国家の基本原則）において信教の自由を付与し（34 条），
第 8章（国民の権利・義務）において，表現の自由，集会・結社の権利（354 条）







民主化政策の一環として 2011 年，ミャンマー国家人権委員会（Myanmar 
























いて 36 か月以上の間隔を母親に課す人口統制法（Population Control Health 
Care Act）（59） に関しては，出生率が高い民族的少数者の人口抑制を図るもの
で，未批准ではあるが人種差別撤廃条約違反の疑いがある。また仏教徒女性の



























よび人権侵害を逃れて，1996 年－ 2006 年，延べ 100 万人の国内避難民が発生















































全国平均 1.7%（2010 年），カチン州 1.7%（2005 年），2.3%（2010 年），シャ
ン州 1.1%（2005 年），1.0%（2010 年）である。不完全雇用率（80）については，
全国平均 37％（2009 年 12 月―2010 年 1 月），34%（2010 年 5 月），カチン州
36.7%（2009 年 12 月―2010 年 1 月），48.2%（2010 年 5 月），シャン州 42.1%（2009
年 12 月―2010 年 1 月），41.4%（2010 年５月）であり，ともに指標は高いが，
全国的には改善しているのに対し，民族州においては改善がみられない（81）。
経済的従属人口指数（82） については，全国平均は 0.65（2005 年）および 0.67
（2010 年）であり，カチン州では 0.70（2005 年），0.80（2010 年）と非活動人
口の割合が高いが，チン州 0.63（2005 年），0.55（2010 年）およびシャン州 0.43
（2005 年），0.45（2010 年）については全国平均よりも低く，活動人口の割合
が高い。労働力率（83） については，全国平均 64.1％（2005 年），67.1% （2010 年）
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格差は明らかである。
食糧貧困率（food poverty incidence）については全国平均 9.6％（2005 年）
および4.8％（2010年）であるが，概して地方（2010年平均値5.6%）が都市部（2010
年平均値 2.5％）の約 2倍となっている。民族州についてはチン州 39.8％（2005
年），25%（2010 年），ラカイン州 11.8%（2005 年），10%（2010 年），シャン




育費は 4.9%（2012 年－ 2013 年），教育予算額は東南アジアで最低である（88）。
14 歳以上の識字率（2010 年）については，全国平均 90.6%，農村地域全体




チン州 92.6%（農村地域 91.9%），シャン州 86.8%（農村地域 85.5%），中学校
就学率については，全国平均 52.5%，農村地域全体の平均 46.5%，カチン州
68.9%（農村地域 64.5％），シャン州 51.8%（農村地域 45.8%）であり，カチン
州では全国平均よりも低いが，シャン州では全国平均に近い（89）。
家長の教育レベル（2010 年）については，全国平均（就学歴なし 7.1%，就
学年数 5年―8 年 20.3%，9年―10 年 10.9%，11 年以上 4.1%），カチン州（就
学歴なし18.5%，就学年数5年―8年 23.4%，9年―10年 10.4%，11年以上4.1%），
シャン州（就学歴なし 23%，5年―8年 16.3%，9年―10 年 5.8%，11 年以上 1.3%）
であり，全国平均よりも就学年数が短い。ただしカチン州では 7.9%，シャン
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ンマーにおいて民主的かつ公正に行われた初めての選挙となる。
4.5.3.3.2　2010 年選挙
2010 年総選挙では民族的少数者政党を含む 37 政党が参加したが，前述のよ
うに NLDはボイコットし，USDPが連邦および地方議会併せて 76.5％得票し
た。民族的少数者政党は次のように議席を獲得した。シャン民族民主党（SNDP，
連邦議会 21 議席 4.3％，連邦・地域・州議会の合計 57 議席 4.9%），ラカイン
民族発展党（RNDP，連邦議会 16 議席 3.2%，同合計 35 議席 3.0%），全モン
地域民主党（AMRDP，連邦議会 6議席 1.2%，同合計 16 議席 1.4%），チン進
歩党（CPP，連邦議会 6議席 1.2%，同合計 12 議席 1.0%），チン民族党（CNP，
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4.5.3.3.3　2015 年選挙
2015 年 11 月 8 日実施の総選挙では，NLDが連邦議会および地方議会双方
において躍進する一方で，民族的少数者政党は現有議席を減らした。同選挙で
は上院（定数 224）と下院（同 440）の計 664 議席のうち，25％の軍人枠（166
議席）を除く 498 議席が改選され，結果は NLDが，390 議席（上院 135，下
院 255）を獲得し，USDPは 41 議席（上院 11，下院 30）に留まった。
上院選で 72 政党，下院選で 81 政党が候補を擁立したが，民族的少数者
政党の獲得議席数については，上院では 19 議席（アラカン民族党（Arakan 
National Party/ ANP）10，シャン民族民主同盟（Shan Nationalities League 
for Democracy / SNLD）3，その他６（106） ），下院では 37 議席（アラカン民族
党 12，シャン民族民主同盟 12，パオ民族機構（Pao National Organization 






議席を取得した。民族的少数者政党は 2010 年の結果から 1議席減らし，合計
72 議席となり，その内訳はシャン民族民主同盟 25，アラカン民族党 22，タア
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同協定に従い，辺境人民の意思に関して個別的に協議を通じて調査するた































































連邦国民連合政府（National Coalition Government of the Union of Burma/ 
NCGUB）は，その合意文書（マナプロー合意）（132） において以下のように，





















4.5.4.3  2008 年憲法起草過程
1993 年，SLORCは政治改革の一環として憲法起草に着手し，憲法制定国民
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